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  本号の主なニュース 

１．令和３年度政府予算案・税制改正(含む、令和２年度補正予算案) 

２．日本繊維産業連盟 年次総会を開催 

３．第１３７回通商問題委員会の開催 

 

 

◇ 令和３年度政府当初予算案・税制改正(含む、令和２年度補正予算案) ◇ 

 

令和２年１２月２１日 

経 済 産 業 省 

 

令和３年度政府当初予算案及び２年度３次補正予算案ならびに税制改正のうち、生活製

品課関連産業が活用しうる主な業種横断的施策は、以下のとおり。 

 

Ⅰ．「新たな日常」の先取りによる成長戦略 

１． デジタル改革 

①デジタルを活用した産業の転換     １,８５２億(補：１,３５６億、当：４９６億) 

・先端半導体の製造基盤強化、ポスト５Ｇ情報通信システムの開発を推進。 

【補：９００億】  

・異なる事業・分野間のシステムやデータをつなぐための標準の策定や、モビリティ・バ

イオ分野等の事業者 間でのデータ共有・共同開発を通じ、デジタル技術を活用した新た

なイノベーションを生み出す企業の経営革新を加速。          【当：８５億】 

・メタ学習を含むＡＩ開発、量子、ロボット、自動走行、ＭａａＳ、ドローン等の研究開発を

推進。                              【当：３６８億】 

・５G 等を活用した生産工場のスマート化、大容量・低遅延等を特徴とする次世代ソフト

ウエア技術開発。                          【当：１２億】 

・接触機会の削減等のためキャッシュレス決済の普及を推進するとともに、展示会等イベ

ント産業の高度化を含めた新たなビジネスモデルの構築を促進。    【当：２２億】 

http://www.kinujinsen.com/
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・新たな技術を活用したコンテンツ事業者のライブ公演や動画制作・配信、海外展開等の

支援。                                            【補：４５６億、当：１０億】 

② デジタル基盤・ルールの整備   ２,４１８億(補：２,３０１億、当：１１７億) 

・共通認証システム「ＧビズＩＤ」等を活用したデジタル行政及び官民が保有するデータの

オープン化を推進。                                    【補：１億、当：３４億】 

・ＩＴ導入サポート等により、中小企業のＤＸを推進。   【補：２,３００億、当：８２億】 

 

２．グリーン社会の実現 

①脱炭素化に向けたエネルギー転換  

２兆４,８３２億(補：２兆１６９億、当：４,６６３億) 

 ・２０５０年カーボンニュートラルの実現に向けた革新イノベーションを推進するため

の基金を創設し、官民で 野心的かつ具体的目標を共有した上で、経営者自らが「覚悟

とコミット」を示すことを条件に、長期間にわたり、技術開発・実証等を一気通貫で支

援。                                                             【補：２兆】 

・産業や民生、運輸の需要サイドの、中小企業を含めたサプライチェーン全体におけるエ

ネルギー効率の大幅向上を促進。                 【補：８４億、当：１,２１０億】 

・蓄電池、次世代太陽電池、洋上風力導入拡大等により、再生可能エネルギーの主力電源

化を推進。                    【補：２８億、当：７８３億】 

・技術開発を通じたＣＯ２分離回収による合成燃料等のカーボンリサイクルの推進、ＣＣＵ

Ｓ技術開発を支援。                                【補：１５億、当：４３８億】 

・アジア等途上国の現実的なエネルギー移行に向けた国際的な貢献。   【補：５億】 

・既設石炭火力のアンモニア混焼推進等によるＣＯ２排出削減、原子力を含むゼロエミッ

ション電源の活用。                     【当：１,５２４億】 

・水素発電の技術開発等による水素社会の実現を加速。       【当：７０７億】 

・鉄鋼、化学、エネルギーなど各産業分野の製造プロセスの転換に向けた取組を支援。 

【当：５０１億】 

・ＥＶ、ＦＣＶ等の導入支援による環境対応、サポカーの導入促進、自動運転社会の実現。  

【補：３７億、繰越、当：２１２億】 

②循環経済への転換                   ２１億（当：２１億) 

・資源を有効利用する高度なプラスチックリサイクル技術等の開発を支援。 

【当：２１億円】 

 

３．中小企業・地域 

①「新たな日常」下での中小企業支援  

２兆３,０７１億(補：２兆２,２７３億、当：７９８億) 
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・新分野展開、業態転換、事業・業種転換、事業再編又はこれらを通じた規模拡大等の事

業再構築に取り組む中小企業等の費用負担を支援。その際、各種支援策の活用と相まっ

て事業継続を後押し。                   【補：１兆１,４８５億】 

・ものづくり補助金、持続化補助金、ＤＸを進めるためのＩＴ導入サポートやＩＴ導入補助金を

通じて、コロナ時代に対応したビジネスの推進や新たなサービスモデルの開発等による

生産性向上を促進。                            【補：２,３００億、当:１３５億】 

・既往債務の返済猶予等の条件変更や新規融資に係る迅速かつ積極的な対応を要請。民間

実質無利子融資の年度末までの延長、信用保証制度や政府系金融機関融資等の創設・拡

充。                            【補：８,３９１億】 

・Ｍ＆Ａ時の専門家活用や承継後の設備投資への支援、事業引継ぎ支援センターの体制整

備によるマッチング支援等による事業引継ぎの促進、中小企業再生支援協議会による事

業再生を支援。                                    【補：８７億、当：１１１億】 

・事業継続、経営再起等のため、よろず支援拠点や商工会等による経営相談の充実。 

【補：１０億、当：９４億】 

・取引実態をＧメン調査等を通じて把握し、サプライチェーン全体にわたる取引環境の改

善を推進。                           【当：３７億】 

②地域経済の強化と一極集中是正          １０２億(補：４０億、当：６２億) 

・地域商業機能の複合化等、商店街のイベント開催等のソフト支援の実施。 

【補：３０億、当：６億】 

・「ドバイ国際博覧会」における日本館出展と大阪・関西万博の準備本格化。 

【補：１０億、当：２９億】 

・地域産業のデジタル化を支援し、若者を中心とした人材の地方移動支援等により新たな

人流を創出。                            【当：１２億】 

・観光・農業などの地域資源を活用した地域経済の持続的発展を促進。 【当：２２億】 

 

４．レジリエンス 

サプライチェーン強靭化・サプライネットの構築  

２,６１７億(補：２,２２５億、当：３９２億) 

・新型コロナウイルス感染症の拡大防止等に必要な製品や生産拠点の集中度が高い製品等

についての生産拠点等の国内整備や、海外での生産拠点多元化を支援。 

【補：２,２２５億】 

・半導体等の重要産業分野に対する重点支援。           【当：３４７億】 

・サプライチェーン全体としてのサイバーセキュリティの強化。        【当：４５億】 

 

Ⅱ．国内政策と⼀体となった対外経済対策 

１． 国際協調の維持                                           ２４億(当：２４億) 
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・国際機関を通じた協力強化等により、ポストコロナにおける新たな通商ルール形成を推

進（データ移転、 緊急時対応等）。                               【当：２４億】 

 

２． 有志国との連携強化                  ３２２億(当：３２２億) 

・事業化可能性調査や人材育成⽀援等の実施による、我が国の質の高いインフラの海外展

開を促進。                            【当：２７０億】 

・海外進出先で産業を担う人材の育成や、海外学生等のインターンシップ受入れ等を通じ

た官民連携による技術協力の推進。                【当：５２億】 

 

３． 海外展開支援強化             ４０７億(補：１０４億、当：３０３億) 

・日英ＥＰＡ、ＲＣＥＰの署名等を踏まえ、ＪＥＴＲＯによる情報提供・相談体制拡充、中堅・中

小企業の海外販路開拓や越境ＥＣを通じた海外展開支援の他、アジアのデジタル企業と

の協業プロジェクト等を支援。                    【補：１０４億、当：３０３億】 

 

〇 民間金融機関を通じた資金繰り支援 

(実質無利子融資の年度内実施、新保証制度保証料補助) 

令和２年度第３次補正予算額１兆８,９８０億円＜うち財務省計上１兆６９９億円＞ 

問い合わせ先：中小企業庁 金融課 

＜事業目的・概要＞ 

・新型コロナウイルス感染症により売上高が減少した中小・小規模事業者等に対して令和

２年５月１日より開始した、都道府県等の制度融資を活用した民間金融機関による実質

無利子・無担保、保証料補助について、年度末の資金需要の増加による日本公庫等の窓

口ひっ迫に対応するため、来年３月まで実施します。 

・また、今般の経済対策を踏まえ、①中小・小規模事業者等の経営改善等の取組に係る新

たな信用保証制度の創設、②早期の事業再生に向けた取り組みを促す信用保証制度の拡

充により、ポストコロナ時代に対応した経済構造の転換・好循環の実現を目指します。 

＜成果目標＞ 

・新型コロナウイルス感染症の影響により経営の安定に支障を生じている中小・小規模事

業者・個人事業主等の資金繰りを円滑化。 

 

〇 日本政策金融公庫を通じた資金繰り支援 

令和２年度第３次補正予算額１８６.０億円＜うち財務省計上７６.０億円＞ 

問い合わせ先：中小企業庁 金融課、財務課、商業課 

＜事業目的・概要＞ 

・引き続き、新型コロナウイルス感染症の影響により業況悪化を来している事業者への資

金繰り支援を継続するとともに、事業転換やイノベーション等生産性向上に向けた設備
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投資や、事業再生・事業承継等に取り組む中小企業・小規模事業者の資金繰り支援を実

施するために、日本政策金融公庫の財務基盤を強化します。 

（１）設備資金貸付利率特例制度の創設 

 ・新事業・ビジネスモデルの転換等の前向きな設備投資に係る適用金利を、貸付後当初

２年間０.５％引き下げ。 

（２）企業再建資金、事業承継・集約・活性化支援資金の拡充 

・再生支援協議会等の関与の下、事業再生に取り組む事業者や、事業引継ぎ支援センタ

ー等の支援を受けて事業承継を実施する事業者等に対し低利融資を措置。 

（３）観光産業等生産性向上資金の拡充 

・事業計画を策定し、生産性向上に向けた取組みを図る観光産業等を営む者に対し低利

融資を措置。 

＜成果目標＞ 

・中小企業・小規模事業者の資金繰り円滑化。 

 

〇 中小企業等事業再構築促進事業     令和２年度第３次補正予算額１兆１,４８５億円 

問い合わせ先：中小企業庁 技術・経営革新課 

＜事業目的・概要＞ 

・新型コロナウイルス感染症の影響が長期化し、当面の需要や売上の回復が期待し難い中、

ポストコロナ・ウィズコロナの時代の経済社会の変化に対応するために中小企業等の事

業再構築を支援することで、日本経済の構造転換を促すことが重要です。 

・そのため、新規事業分野への進出等の新分野展開、業態転換、事業・業種転換、事業再

編又はこれらの取組を通じた規模の拡大等、思い切った事業再構築に意欲を有する中小

企業等の挑戦を支援します。 

・また、事業再構築を通じて中小企業等が事業規模を拡大し中堅企業に成長することや、

海外展開を強化し市場の新規開拓を行うことが特に重要であることから、本事業ではこ

れらを志向する企業をより一層強力に支援します。 

・本事業では、中小企業等と認定支援機関や金融機関が共同で事業計画を策定し、両者が

連携し一体となって取り組む事業再構築を支援します。 

＜成果目標＞ 

・事業終了後３〜５年で、付加価値額の年率平均３.０％(一部５.０%)以上増加、又は従業

員一人当たり付加価値額の年率平均３.０％(一部５.０％)以上の増加を⽬指します。 

 

〇 中小企業生産性革命推進事業の特別枠の改編 

令和２年度第３次補正予算額２,３００億円 

問い合わせ先：中小企業庁技術・経営革新課、小規模企業振興課、商務・サービスＧ サービス政策課 

＜事業目的・概要＞ 
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・新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、感染拡大を抑えながら経済の持ち直

しを図るため、中小企業のポストコロナに向けた経済構造の転換・好循環を実現させる

ことが必要です。 

・新型コロナウイルス感染症の流行が継続している中で、現下及びポストコロナの状況に

対応したビジネスモデルへの転換に向けた中小企業等の取組を支援するため、令和２年

度一次・二次補正で措置した特別枠を新特別枠（低感染リスク型ビジネス枠）に改編し

ます。（※現行の特別枠は令和２年１２月で募集終了） 

＜成果目標＞ 

・ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業により、事業終了後４年以内に、以下

の達成を目指します。 

① 補助事業者全体の付加価値額が年率平均３％以上向上 

② 補助事業者全体の給与支給総額が１.５％以上向上 

③ 付加価値額年率平均３％以上向上及び給与支給総額年率平均１.５％以上向上の目

標を達成している事業者割合６５％以上 

・小規模事業者持続的発展支援事業により、事業終了後２年で、販路開拓で売上増加につ

ながった事業者の割合を８０％とすることを目指します。 

・サービス等生産性向上ＩＴ導入支援事業により、事業終了後４年以内に、補助事業者全体

の労働生産性の年率平均３％以上向上を目指します。 

※３事業とも、補助事業実施年度の生産性向上や賃上げは求めないこととします。 

 

〇 事業承継・事業引継ぎ推進事業      令和２年度第３次補正予算額５６.６億円 

問い合わせ先：中小企業庁 財務課 

＜事業目的・概要＞ 

・新型コロナウイルス感染症の影響下にあっても、地域の貴重な経営資源を散逸させるこ

となく、次世代へ引き継ぐため、事業承継・引継ぎを支援するとともに、事業承継・引

継ぎ後に行う新たな取組等を支援します。 

・具体的には、事業承継・引継ぎ補助金によって、事業承継・引継ぎを契機とする業態転

換や多角化を含む新たな取組や廃業に係る費用、事業引継ぎ時の士業専門家の活動費用

等を支援します。 

・また、事業承継・引継ぎにおいて後継者教育の重要性が指摘されていることを踏まえ、

後継者教育の型を提示するため、承継トライアル実証事業を行います。 

・さらに、感染症の影響下における事業承継・引継ぎに対応するため、各都道府県に設置

される事業引継ぎ支援センターの体制を整備します。 

＜成果目標＞ 

・感染症の影響下においても、円滑な事業承継・引継ぎを実現し、対象企業の生産性向上

や、地域の貴重な経営資源の維持を図ります。 
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〇 Ｇｏ Ｔｏ 商店街事業                         令和２年度第３次補正予算額３０億円 

問い合わせ先：中小企業庁 商業課 

＜事業目的・概要＞ 

・新型コロナウイルスの感染拡大は、観光需要の低迷や、外出自粛等の影響により、地域

の多様な産業に対し甚大な被害を与えています。 

・このため、甚大な影響を受けた地域産業において、将来の収益回復の見通しを持ってい

ただくためにも、感染拡大防止対策を徹底しつつ、地域を再活性化するための需要喚起

策を実施することが必要です。 

・本事業は、３密対策等の感染拡大防止対策を徹底しながら、ウィズコロナの状況に対応

していくために商店街等が行うオンライン活用事業、新たな商材開発やプロモーション

制作など、「地元」や「商店街」の良さを再認識するきっかけとなる取組を支援します。 

・各地域で、消費者や生産者との接点を持つ「商店街」が、率先して「地元」の良さの発

信や、地域社会の価値を見直すきっかけとなる取組を行い、地域に活気を取り戻してい

くことを通じて商店街の活性化につなげることがねらいです。 

 

〇 サプライチェーン対策のための国内投資促進事業費補助金 

令和２年度第３次補正予算額２,１０８億円 

問い合わせ先：地域経済産業グル-プ地域産業基盤整備課 

＜事業目的・概要＞ 

・新型コロナウィルス感染拡大に伴い、我が国サプライチェーンの脆弱性が顕在化したこ

とから、国内の生産拠点等の確保を進めます。 

・具体的には、生産拠点の集中度が高く、サプライチェーンの途絶によるリスクが大きい

重要な製品・部素材、または国民が健康な生活を営む上で重要な製品・部素材について、

国内で生産拠点等を整備しようとする場合に、その設備導入等を支援します。 

＜成果目標＞ 

・国内における生産拠点等の整備を進め、製品等の円滑な確保を図ることでサプライチェ

ーンの分断リスクを低減し、我が国製造業等の滞りない稼働、強靱な経済構造の構築を

目指します。 

 

〇 海外サプライチェーン多元化支援事業 令和２年度第３次補正予算額１１６.７億円 

問い合わせ先：貿易経済協力局貿易振興課、通商政策局アジア大洋州課 

＜事業目的・概要＞ 

・新型コロナウィルス感染拡大に伴い、我が国サプライチェーンの脆弱性が顕在化したこ

とから、海外の生産拠点の多元化を進めます。 
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・具体的には、生産拠点の集中度が高く、サプライチェーンの途絶によるリスクが大きい

重要な製品・部素材、または国民が健康な生活を営む上で重要な製品・部素材等につい

て、海外で生産拠点を多元化しようとする場合に、その設備導入を支援します。 

＜成果目標＞ 

・サプライチェーンの多元化を図る日本企業の設備導入を支援することで、一国に過度に

依存しない日本産業全体の強靱なサプライチェーンを構築します。 

 

Ⅲ．令和３年度（２０２１年度）経済産業関係 税制改正 

１．「新たな日常」に向けた企業の経営改革を実現する投資促進 

（１）カーボンニュートラル実現に向けた投資促進 

・２０５０年カーボンニュートラルの実現に向けて、企業の脱炭素化投資を加速するた

め、ⅰ）脱炭素化効果が高い製品の生産設備や、ⅱ）生産工程等の脱炭素化と付加価

値向上を両立する設備の導入に、最大１０％の税額控除等を講ずる。 

（２）DX（デジタルトランスフォーメーション）投資の促進 

・デジタル技術を活用したビジネスモデルの変革を促進するため、全社レベルのＤＸ計

画に基づく、クラウド技術を活用したハード・ソフトのデジタル関連投資に、最大５％

の税額控除等を講ずる。 

（３）繰越欠損金の控除上限の引上げによる投資促進 

・厳しい経営環境の中で、赤字でも努力を惜しまず、カーボンニュートラル、ＤＸ、事業

再構築・再編に向けた投資を行う企業に対し、コロナ禍で生じた欠損金に限り、繰越

欠損金の控除上限（現行５０％）を、最長５年間、投資額の範囲で最大１００％まで

引き上げる。  

（４）研究開発投資の底上げと、企業のＤＸを促進する研究開発の推進 

・研究開発税制について、ⅰ）コロナ禍の厳しい経営状況の中（売上２％以上減）、研

究開発投資を増加させる企業に対する税額控除の上限引き上げ（２５％→３０％）、

ⅱ）ＤＸ促進のため、クラウド提供型のソフトウェアに関する研究開発の対象追加等を  

講じた上で２年間延長する。 

（５）企業の機動的な事業再構築を促すための株式を対価とするＭ&Ａの円滑化 

・株式を対価としたＭ&Ａを行う際、対象会社株主の株式譲渡益への課税の繰延措置を、

事前認定不要な恒久措置として創設する。（総額の２０％まで現金の活用も可能） 

（６）車体課税（エコカー減税、環境性能割）の見直し・延長 

・エコカー減税・環境性能割の見直しについて、２０３０年度燃費基準に切り替えつつ

も、減税対象割合が現行と同じ（新車台数の）約７割となる基準を維持するとともに、

今年度末で期限が切れる環境性能割の臨時的特例措置（▲１％）を９ヶ月間延長する。 

・自動車関係諸税について、保有から利用への変化等を踏まえ、受益と負担の関係も含

め、その課税のあり方について検討を行う。 
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（７）人材確保等を促進する税制 

・中堅・大企業向け賃上げ税制を改正し、新規雇用者（新卒・中途採用）の給与等支給

総額を前年度より２％以上増加させた場合、その給与等支給総額の１５％を税額控

除する措置を講ずる。 (教育訓練費２０％以上増加で、さらに５％上乗せ） 

２．コロナ禍から立ち上がる中小企業の成長支援・地域経済の活性化 

（１）中小企業の経営資源の集約化（Ｍ&Ａ）に資する税制の創設 

・Ｍ&Ａによる規模拡大を通じた中小企業の生産性向上と、増加する廃業に伴う地域の経

営資源の散逸の回避の双方を実現するため、経営資源の集約化を促進する税制を創設

する。 

・具体的には、以下の３つの措置をセットで適用することを可能とする。  

①Ｍ&Ａ実施後のリスクに備える５年間の据置期間付の準備金 

②最大１０％の税額控除等の設備投資減税 

③Ｍ&Ａ実施後の雇用確保を促す措置として、給与等支給総額を前年度より２.５％

以上増加させた場合、その増加額の最大２５％を税額控除 

（２）様々な中小企業の設備投資支援を強化 

・中小企業の生産性向上や、ＤＸに資する設備投資を後押しすべく、中小企業経営強化税

制を２年間延長（１０％の税額控除等）するとともに、中小企業投資促進税制を商業・

サービス業・ 農林水産業活性化税制と統合した上で２年間延長（７％の税額控除等）

する。 

・地域経済を牽引する企業向けの地域未来投資促進税制（５％の税額控除等）に、新た

にサプライチェーン強靱化の類型を追加し、２年間延長する。 

・激甚化する災害や感染症の事前対策に資する中小企業防災・減災投資促進税制（特別

償却２０％）の対象設備を追加し、２年間延長する（停電時の電力供給装置、重要設

備のかさ上げに用いる架台、サーモグラフィ）。 

（３）中小企業の経営基盤強化、雇用者の所得拡大を支援 

・中小企業軽減税率（所得８００万円まで、法人税を１９％から１５％に軽減）を２年

間延長する。 

・所得拡大促進税制について、企業全体の給与等支給総額を増加させた場合（前年度

比１.５％ 以上）、その増加額の１５％を税額控除（２.５％以上増加等で、さらに

１０％上乗せ）する制度とした上で、２年間延長する。 

（４）土地に係る固定資産税の負担調整措置等の延長と経済状況に応じた措置 

・土地の固定資産税について、現行の負担調整措置等を３年間延長するとともに、令

和３年度は、評価替えを行った結果として、課税額が上昇する全ての土地について、

令和２年度の税額に据え置く措置を講ずる。 

３．更に加速する社会のデジタル化・グローバル化に対応した事業環境の整備 
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（１）国際課税の見直し：２０２１年半ばに見込まれる国際合意や、その後の国内法化に

おいては、我が国企業に過度な負担を課さないよう配慮しつつ、国際競争力の維持・

向上につながるものとすべく取り組む。 

（２）納税環境のデジタル化：タイムスタンプ要件の大幅緩和（３日 ⇒ ２ヶ月以内）、

事前承認や定期検査の廃止など、電子帳簿保存法に係る要件等についてデジタル化

に資する緩和を行う。 

（３）ガス事業の収入金課税の見直し：２０２２年に導管部門が法的分離するガス供給業

の法人事業税について、他エネルギーとの競合や新規参入状況等を考慮しつつ、課税

方式の見直しを検討する。 

関連資料 

・ https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2021/pdf/keisanshoyosan1.pdf 

・ https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2021/pdf/chushokigyo.pdf 

・ https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2021/pdf/zeisei_point.pdf 

・ https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2021/pdf/zeisei.pdf 

 

 

◇ 日本繊維産業連盟 年次総会を開催 ◇ 

 

日本繊維産業連盟は、１月１４日（木）に年次総会を開き２０２１年の活動方針を決定

した。  

冒頭のあいさつで鎌原会長は、昨年から続く未曽有の新型コロナウィルスの影響で、我

が国経済はかつてない危機的状況に直面している。現在も１月８日から一都三県に緊急事

態宣言が再発令されており、厳しい状況が続いている。 

繊維業界においても、昨年は、営業活動が十分に行えずビジネスの継続に苦慮されてい

る皆様、社会生活安定のために必要な生活製品を作っておられる皆様、などコロナに翻弄

される状況でした。本年は、ポストコロナと申しますか、ウィズコロナと申しますか、新

たな社会生活が求められる中、皆様のビジネスのやり方を含め対応が必要である。私たち

繊維業界としては、昨年１月に公表した「２０３０提言」を加速して取り組んでいくこと

が必要であると強く確信している。と発言され、以下の令和３年度の活動方針が了承され

た。 

 

１．現下の情勢と繊維産業を取り巻く環境 

繊維産業を取り巻く環境は、新型コロナウィルスの影響により、大きく変わろうとして

いる。しかし、繊維産業、ファッション産業は我々の生活にエッセンシャルな産業である

と考えている。この局面をチャンスにすることができる産業だと思う。昨年１１月１５日、

１５か国の首脳による署名が行われたＲＣＥＰは、日本にとって貿易額で１位の中国、３位

https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2021/pdf/keisanshoyosan1.pdf
https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2021/pdf/chushokigyo.pdf
https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2021/pdf/zeisei_point.pdf
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の韓国と結ぶ初のＥＰＡである。日本繊維産業連盟としても署名を歓迎するとともに早期の

発効を求めるコメントを発信した。 

一方、チャンスを生かす上で様々な課題もある。国際情勢を見ると、依然として懸念さ

れる米中関係などの不安定要因がある。国内に目を向けると、長年続く人材問題、第４次

産業革命に対するＩｏＴ利活用の遅れ、など課題が多い状況である。 

 

２．昨年の活動の振り返りと本年の活動方針 

こうした課題に対応のために、本年度の当連盟の具体的な活動内容として、先ずは、「２

０３０年あるべき繊維業界への提言」を加速して取り組んでいく。提言では、近未来であ

る２０３０年の我が国繊維産業を取り巻く状況がどのようになっているかを見越した、繊

維産業の「あるべき姿」を前提として、その実現のために繊維産業の課題解決に向け、日

本繊維産業連盟としての当面の対応策を提示している。その中では、人材不足、ＩｏＴの活用

といった課題についても取り上げており、本年度の活動としている。 
 

１つ目は、デジタル革命への対応。 

現状、繊維産業の大層を占める中小企業の皆様においては、残念ながらデジタル化への対

応の遅れが懸念されている。こうした方々に対して、昨年は新型コロナウィルス対策とし

てウェブ併用でセミナーを開催し、活発な意見交換が行われた。本年も日本繊維産業連盟

として、セミナーなどの開催方法などに知恵を出して実現していく。 
 

２つ目は、人材の確保。 

足下では、労働需給が緩んではいる。人口減少が続く中、構造的には人材確保は大きな問

題である。女性・高齢者の活用が進んでいる繊維産業では不足する人材を将来的に確保し

ていくために、外国人の活用が必要な状況だと思う。昨年８月幹事会を開催して、特定技

能制度について会員団体の皆様と現状を共有した。本年も、経済産業省と共に共同事務局

をしている「繊維産業技能実習事業協議会」での決定内容の実施を、各団体の皆様の協力

のもと進めていくことを前提に、特定技能制度の活用に必要な環境整備を図っていく。 
 

３つ目は、海外展開支援。 

特に、中小企業の皆様にとっては、ハードルの高い海外展開については、昨年、市場情報

の提供、ビジネスマッチングなどを進めるための産地をベースとして支援ネットワークの

構築をスタートした。引き続き、ネットワークの構築に努めので、各団体のご協力をお願

いしたい。 
 

４つ目は、サスティナビリティへの対応。 

繊維産業のサスティナビリティにとって大きな課題の一つである取引適正化について、引

き続き繊維産業流通構造改革推進協議会と連携しつつ自主行動計画のフォローを通じて
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適正化を進めていく。また、循環社会形成などの環境問題については、経済産業省をはじ

めとする政府の方々と連携しつつ、会員団体の皆様と必要な情報を共有し適切な対応を図

っていく。 
 

これらの重点事業を進めていく中で、イノベーションによる新たな価値の創造、新価値

基準に対応したサプライチェーンの創造的向上によるバリューチェーン化を目指してい

く。これらの活動に加え、従来からの主要活動である、通商問題、「ｊ－ｑｕａｌｉｔｙ」含めた情

報発信力・ブランド力の強化、「税制要望」をはじめとした政策要望なども進めて行く。 

昨年は新型コロナウィルスの影響から多難な年となった。しかし、我々日本繊維産業連

盟は、日本の繊維産業全体が協力し合い、新たな価値基準によるビジネスモデルを構築し

て、社会から信頼される業界とされるよう、取り組んでいく。 そして２０３０年に向け

て、繊維業界においても様々な連携作りを進めていくことで、明るい未来が開かれること

を強く願っている。 
 
 

◇  第１３７回通商問題委員会の開催 ◇ 
 

第１３７回通商問題委員会が２月１０日（水）に開催され（１）日本の繊維貿易の現状

（２）各国とのＥＰＡ交渉状況等について説明があり意見交換が行われた。 
 

１.日本の繊維貿易の現況について 

（１）輸出入全般の動向 

①２０２０年１２月の現況 

円ベースでは、輸出は前年同月比９１.１％、輸入は９４.５％で単月で輸出、輸入

共にマイナスが継続しているが、輸出は１１月と比較しては若干持ち直している。 

（参考：２０２０年１１月単月は、輸出８２.０％、輸入９５.２％） 

輸出（円ベース）は、前年同期比で２０１８年通期では１０１.７％、２０１９年

通期では９８.３％であった。２０２０年に入り乱高下していたが、１月～１２月通

期では８５.１％となった。 

一方、輸入は前年同期比で２０１８年通期では１０６.０％、２０１９年通期では

９７.０％であった。２０２０年に入り、輸出同様に乱高下していたが、1 月～１２

月通期では９５.２％となった。 
 

 

項目 

２０２０年１２月 ２０２０年１月～１２月 

金 額 前年同月比 金 額 前年同期比 

（百万円） （百万＄） 円ベース ＄ベース （百万円） （百万＄） 円ベース ＄ベース 

輸出 72,991 703 91.1% 95.8% 754,348 7,064 85.1% 86.9% 

輸入 309,129 2,978 94.5% 99.4% 4,021,879 37,688 95.2% 97.2% 
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②繊維品別輸出入実績（２０２０年１月～１２月累計・前年同期比） 

輸出（円ベース） 輸入（円ベース） 

繊維原料 86.6% 繊維原料 72.5% 

糸類（紡績糸・合繊糸） 79.8% 糸類（紡績糸・合繊糸） 71.1% 

  綿糸 48.1%   綿糸 72.6% 

  毛糸 73.1%   毛糸  51.7% 

  合繊糸 80.8%   合繊糸 75.0% 

織物 76.6% 織物 75.4% 

 綿織物 73.5%  綿織物 86.7% 

 毛織物 57.0%  毛織物 55.0% 

 合繊織物 74.2%  合繊織物 71.1% 

二次製品 92.0% 二次製品 97.2% 

 

（２）各国・地域別輸出入の動向 

  ①輸出（２０２０年１～１２月累計 前年同期比（円ベース）） 

東南アジア（中国含む）:８４.９％、米州:８７.７％、欧州:８２.１％、中国:

８４.８％、シェアは２８.７％（前年比▲０.１ｐｔ）と１～１２月累計では輸出額、

シェア共に減であるが、特に輸出額は大幅減が継続している。 

アセアン:８１.２％、シェアは２４.７％（前年比▲１.２ｐｔ）。輸出額・シェア

共に減である。 

２０２０年１月～１２月累計で、前年同期対比１００％以上は、台湾の１０４.

７％のみである。 

シェアが安定して伸長していたベトナムの構成比は１２.１％（前年同期比▲０.

９ｐｔ）と低調。 

  ②輸入（２０２０年 1月～１２月累計 前年同期比（円ベース）） 

東南アジア（中国含む）:９６.８％、米州:７９.９％、欧州:７９.５％、中国: 

１００.９％、シェアは５８.１％（前年比＋３.２ｐｔ）と５月以降、好調である。

アセアン:９１.８％、シェアは２７.３％（前年同期比▲１.１ｐｔ）と輸入額・シ

ェア共に減である。 

１月～１２月累計で前年同期対比１００％以上は中国の１００.９％以外に、香

港１０４.５％、マレーシア１２０.７％などである。特にマレーシアは１２月単

月では１５６.４％と好調である。 

ベトナムのシェアは１３.３％（前年同期比▲０.３ｐｔ）と伸び悩んでいる。 

 

２.次回日程について 

    第１３８回通商問題委員会 日時未定 



 １４ 

動 向  
 

１月 ６日 西陣織工業組合 令和３年新年総会・従業員表彰式 

１月１４日 日本繊維産業連盟 総会、新春講演会 

２月１０日 日本繊維産業連盟 第１３７回通商問題委員会 

３月 ４日 当会 日絹工業会・日絹連合会 理事会 

 

 

会議予定 

 

☆ 当会 令和３年度助成金等審査会 

３月２２日（月）１０時 ～     於：ヱルヘンビル 

☆ ケケン試験認証センター ２０２０年度第三回理事会 

３月２２日（月）１４時 ～     於：ＫＫＲホテル東京 

☆ 繊貿会館 第２２回定時理事会 

３月２３日（火）１１時 ～     於：上野『精養軒』 

☆ 繊維評価技術協議会 第５回理事会 

３月２５日（木）１４時 ～ １６時  於：web 会議 

☆ シルクセンター国際貿易観光会館 令和２年度第２回定例理事会 

３月２９日（月）１４時 ～     於：シルクセンター大会議室 

☆ 当会 日絹工業会・日絹連合会 監査会 

４月２０日（火）１１時 ～ １３時   於：ＫＫＲホテル東京 

☆ 当会 日絹工業会定時総会、日絹連合会通常総会、工業会・連合会(新)理事会 

５月１８日（火）１２時 ～ １４時   於：ＫＫＲホテル東京 

☆ シルクセンター国際貿易観光会館 令和３年度第１回定例理事会 

５月２７日（木）１４時 ～     於：シルクセンター大会議室 

 

 

イベント 
 

☆ ２０２１ 西陣織大会 

３月１２日（金）審査会１０時 ～ 

会 場：京都市 京都市勧業館みやこめっせ  

３月２６日（金）～ ３０日（火）一般公開１０時 ～ １６時(２９日休館) 

会 場：京都市 西陣織会館 

 



 １５ 

☆ ２０２１桐生テキスタイルプロモーションショー 

３月１７日（水）～ １８日（木）１０時 ～ １８時 （最終日 １７時まで） 

会 場：ベルサール渋谷ガーデン 

      

☆ 十日町きものフェスタ２０２１ 

４月 ５日（月）～９日（金）審査会 ９時 ～ １７時(最終日 ～１５時) 

１０日（土）      一般公開９時 ～ １５時 

会 場：十日町地域地場産業振興センター 

 

☆ 第６４回新作博多織展 

４月１５日（木）       審査会 １５時 ～ １７時 

１６日（金）～２２日（木）一般公開１１時 ～ １９時 

会 場：伝統工芸 青山スクエア 特別展・匠コーナー 

 

☆ Ｐｒｅｍｉｕｍ Ｔｅｘｔｉｌｅ Ｊａｐａｎ ２０２２ Ｓｐｒｉｎｇ/Ｓｕｍｍｅｒ 

５月２５日（火）～ ２６日（水）１０時 ～ １８時３０分（最終日１８時まで） 

会 場：東京国際フォーラム ホールＥ 

 

☆ 京都 西陣 織元コレクションＴＯＫＹＯ ２０２１ 

６月 ４日（金）１３時    ～ １９時 

５日（土） ９時３０分 ～ １９時 

６日（日） ９時３０分 ～ １７時  

会 場：時事通信ホール 

 

 

官公庁・団体からの案内情報 

《 経済産業省省 》 

  ・事業再構築補助金 

    https://www.meti.go.jp/covid-19/jigyo_saikoutiku/index.html 

   

・生産性革命推進事業 

ものづくり補助金      https://seisansei.smrj.go.jp/pdf/0101.pdf 

小規模事業者持続化補助金  https://seisansei.smrj.go.jp/pdf/0102.pdf 

ＩＴ導入補助金        https://seisansei.smrj.go.jp/pdf/0103.pdf 

  ・中小法人、個人事業者のための一時支援金 

    https://www.meti.go.jp/covid-19/ichiji_shien/index.html 

https://www/
https://seisansei.smrj.go.jp/pdf/0101.pdf
https://seisansei.smrj.go.jp/pdf/0102.pdf
https://seisansei.smrj.go.jp/pdf/0103.pdf
https://www.meti.go.jp/covid-19/ichiji_shien/index.html


 １６ 

  ・新型コロナウイルス感染症で影響を受ける事業者の皆様へ 

    https://www.meti.go.jp/covid-19/index.html 

 

《 厚生労働省 》 

  ・年次有給休暇取得促進特設サイト 

    https://work-holiday.mhlw.go.jp/kyuuka-sokushin/  

  ・働き方・休み方改善ポータルサイト 

    https://work-holiday.mhlw.go.jp/  

https://www.meti.go.jp/covid-19/index.html
https://work-holiday.mhlw.go.jp/kyuuka-sokushin/
https://work-holiday.mhlw.go.jp/

	日  絹  月  報
	令和３年２月号　第５２２号
	発行：一般社団法人日本絹人繊織物工業会
	日本絹人繊織物工業組合連合会
	Tel ０３－５２４４－４２４３

